
只今ご紹介に預かりました、ブラジル日本商工会議所の副会頭を務めております、
三井物産の佐藤です。日伯経済活動の現状と課題について、当会議所の取り組み
についてプレゼンする機会を与えて頂き誠に有難うございます。
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本題に入る前に、まず簡単に当会議所の説明をさせて頂きたいと思います。

ブラジル日本商工会議所は、ブラジルで活動する日本企業、地場 企業を会員と
し、会員の経済活動に関する①情報提供、②人的交流、③両国政府への提言、等
を活動目的とする公益社団法人です。1940年に設立され、第二次世界大戦の空白
期間を経て、1954年に現在のブラジル日本商工会議所に改名し本日に至っていま
す。
現在の会員企業数は350社となっており、内、215社が日本からの 進出企業で、
業種別では、製造業が7割、非製造業が3割となって おります。
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会議所には全部で13の委員会が設置されていますが、この内の2つの委員会―日
伯経済交流促進委員会及び政策対話委員会―で特に今回の発表のテーマである
日伯経済関係の強化に貢献するための活動をしています。今年5月から私はこの2
つの委員会の委員長も務めさせていただいております。
このような背景から、本日は日伯経済交流促進と政策対話の2つの委員会の活動
を主に説明したいと思います。
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まず最初に、日伯経済交流促進委員会の活動について説明したいと思います。
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日伯経済関係の強化は会議所の重要なミッションの1つです。ご存じのように、日

伯間では毎年、両国の経済界が合同で主催する日伯経済合同委員会の会合と、
日伯ビジネス界を代表する賢人が集まって政府への提言書を作成する賢人会議
が開催されています。会議所もこれらの会合にRegularメンバーとして参加していま
す。今年の第22回日伯経済合同委員会は7月末に久しぶりにサンパウロ市のFIESP

を会場として開催され、この場で、会議所も積極的に推進活動を行っている日メル
コスルEPAに向けた共同声明が採択されたことは覚えている方も多いとかと思いま
す。日メルコスルEPAの締結は賢人会議メンバーによる日伯両政府への提言の中
でも何度も言及されてきたテーマです。
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会議所としては、貿易の自由化に留まらず、日本とブラジルの間でヒト・モノ・カネの
往来を増やすビジネスインフラとして機能するEPAの必要性を常に発信してきました。
この一環で、会議所の3つの委員会が共同でEPAタスクフォースを2018年に立ち上
げ、これまでに8回のWorkshopの実施を通じて会議所メンバーのEPAに関する理解
の向上や情報共有・交換を行ってきました。
また、メルコスル全域に事業を展開する日本企業を対象としたEPAに関する意識調
査も実施し、EPAへの日本企業の大きな期待や要望を取り纏め、政府側と共有して
きました。会議所にはセクター毎に10の部会もございますが、EPAによる影響が特
に大きいと思われる自動車、機械金属及び電子機器の3つの部会におかれまして
は、特に積極的にこのタスクフォースの活動に参加いただいております。

このように、商工会議所は経団連や日本商工会議所と連携して、EPAの旗振り役を

務めてきました。メルコスルは、今年６月末にボルソナーロ大統領が訪日し、大阪
でG20が開催されたタイミングで、２０年来交渉を続けてきたEUとのFTAの最終合意
に至ったことを発表しています。日本も今月7日に日米貿易協定に署名しており、両
者とも次の大型FTAの交渉開始に向けての環境が整いつつある状況にあると理解
しております。
来月11月にはチリで開催されるAPEC首脳会合に安倍総理大臣が参加を予定して
おります。総理大臣の中南米再訪を契機に、悲願である日本メルコスルEPAが交渉

のスタートラインに立てるよう、我々商工会としては日本政府に対し粘り強く働きか
けていく所存です。
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次に、私が委員長を務めるもう一つの委員会である政策対話委員会の活動を説明
したいと思います。
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政策対話委員会は、商工会議所メンバー企業がブラジルで事業を行うにあたり直
面する各種問題を解決するために政府と対話を実施することを目的に2014年に設
置された比較的新しい委員会です。

現在は、この委員会の下で、税と通関制度、労働制度、インフラ、産業競争力と中
小企業の4つのWorking Groupが活動しています。これまでの5年の間に、委員会
は、各Working Groupでの議論や勉強会を通じて、日系企業がブラジルで事業を展

開するにあたり改善してもらいたい点をリストアップしたプロポーザルを作成し、政
府との対話を実施してきました。
労働Working Groupは前政権での労働法改正でプロポーザルの多くが実現される
ことになりましたが、他のWorking Groupはプロポーザルを定期的に見直し、取捨
選択等をした上で政府との対話を継続中です。
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税と通関Working Groupは7月にブラジルで事業をもつ215の日系企業へのアン

ケート調査を実施し、ブラジルの税制度で特に改善が望まれる点についてプロポー
ザルを更新しました。細かい内容は省略いたしますが、現在、連邦政府が検討して
いる税制改革の方向性と概ね整合性のとれた内容になっていると考えています。
先月、山田大使のご計らいで、税と通関Working Groupのメンバーとブラジリアを訪

問し、経済省の歳入担当局長とそのスタッフと面談を実施し、このプロポーザルに
関し意見交換をしたところです。連邦政府の強いリーダーシップの下で、日系企業
だけでなく広く伯企業や国民のベネフィットにつながる税制改革が実施されることを
強く希望しております。
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また、これも先月になりますが、産業競争力と中小企業育成政策に関して、会議所
のメンバーと経済省の生産性・雇用・中小企業政策担当局長が面談を実施致しま
した。ここで、局長側からブラジルが優先分野としてどのような産業分野に注力して
いるのかや、ビジネスを促進するための規制緩和の努力について話を聞くとともに、
雇用の創出や生産性向上の面で鍵となる中小企業育成について日本勢としてど
のような協力ができるかについて議論がなされました。

日本からの技術力の高い中小企業のブラジルへの進出支援や、ブラジルの労働
者のトレーニング等、お互いにWin-Winとなる施策はいろいろ考えられると思いま
す。

今後も、日伯経済交流促進委員会や政策対話委員会の活動を通じて、伯国への
日本企業の進出や事業展開を支援し、ブラジルの産業・経済発展に貢献できれば
大変光栄です。
御清聴まことに有難うございました。
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